予算要求資料
平成２７年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：林業振興費　　　
	事業名　図書室整備費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　    　林政部　岐阜県立森林文化アカデミー　総務課　電話番号：0575-35-2525
　　　　　　　E-mail：c21907@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　 １，５８３千円（前年度予算額：１，５５４ 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,554
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,554

	要求額
	1,583
	0
	0
	0
	0
	0
	1,583
	0
	0

	決定額
	1,583
	0
	0
	0
	0
	0
	1,583
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
      専修学校設置基準（文部省令）により図書室の設置が努力規定ではあるが定められており、本学には教育に必要な専門分野図書を中心に図書室を設けている。この図書室を有効に運用し、学生教育や教員の指導研究を効果的に行うため、図書・雑誌及び視聴覚資料等について、購入又は寄贈の受け入れを行い、学生及び教員の学習、教育研究環境を整備している。
（２）事業内容

　　　・図書購入費
　　　　図書室に配架して閲覧・貸出するための、教育に必要な図書や雑誌、マルチメディア教材を購入する。

　　　・図書整備費

　　　　図書管理のための書誌のデータベース入力、バーコードラベル、番号ラベル貼り、雑誌製本、蔵書点検等業務
（３）県負担・補助率の考え方

　　　　森林文化アカデミー運営に関わることのため、県において全額負担することが妥当
（４）類似事業の有無　　　　　　　　

　　　　　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	賃金・共済費
	     752
	　雇用職員（司書）賃金

	需用費
	777
	　図書購入・図書整理用消耗品

	使用料賃借料
	54
	　論文情報等検索サービス使用

	合計
	  1,583
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担
　　　　学校として必要不可欠な施設のため、継続的に必要。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・高水準な教育環境を確保するため、教育図書の整備を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	・図書室整備については目標設定やその達成程度を適切に評価できる指標が存在しない。


（前年度の取組）

	・図書、関係雑誌の登録（購入・寄贈）

　　データベース入力、ラベル添付

・蔵書整理

　　雑誌製本、蔵書点検

・蔵書貸し出し、閲覧助務



（前年度の成果）

	・年間で図書雑誌等計625冊を受け入れた。
・全蔵書状況
　　・図書　　　　　　　　　　　　　　14,077冊

　　・雑誌　 　　　　　　　　　　　　　7,199冊

　　・視聴覚資料（ＤＶＤ等）　　　　　　 275個



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　

・学生の学習、あるいは教員の教育・研究環境を確保するために図書室整備は必要不可欠


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　
・教員や学生からのリクエストを聞き、必要な図書を購入等して教育に対応できている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・購入図書選考にあたっては、学生・教員の希望図書の必要性（特に本学で備える必要性）について、委員会に諮ってから購入・整備している。


（今後の課題）

	・現在、収蔵能力17,000冊に迫る収蔵になっている。今後も必要な図書は収蔵する方針で、同時に不要図書の廃棄等適切に行ってはいるが、限界を超える前に新たな収蔵スペースを確保する必要がある。



（次年度の方向性）
	・学習・教育・研究のために利用しやすい環境を整備するとともに、県内における森林情報収集・保管の中核施設として更なる蔵書の充実に努める。



別紙２－１








